
    
 

平成 23 年 1 月 20 日 

企業会計基準委員会 

 

「顧客との契約から生じる収益に関する論点の整理」の公表 

 

コメントの募集 

 

企業会計基準委員会では、収益認識に関する国際的な会計基準の取扱い及びその動向

を踏まえつつ、収益認識に関する会計基準を整備していく検討を進めています。その一

環として、平成 21 年 9 月 8日に「収益認識に関する論点の整理」（以下「平成 21 年論点

整理」という。） を公表し、これに対して寄せられた意見を踏まえ、国際会計基準審議

会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）に継続的に意見発信を行うとともに、

その後、平成 22 年 6 月に IASB 及び FASB から公表された公開草案「顧客との契約から生

じる収益」（以下「IASB 及び FASB の ED」という。）で取り上げられた論点も含め、収益

認識に関する取扱いについての検討を重ねてきました。この検討の中には、収益の認識、

測定及び開示に関する論点が含まれています。 

今般、これらの収益認識に関する論点について、標記の論点の整理（以下「本論点整

理」という。）の公表が平成 23 年 1 月 12 日の第 216 回企業会計基準委員会において承認

されましたので、本日公表いたします。 

本論点整理の公表は、広くコメントを頂くことを目的とするものです。本論点整理で

取り上げた論点等につきご意見がある方は、平成 23 年 3 月 28 日（月）までに、原則と

して電子メールにより、下記へ文書でお寄せください。なお、個々のコメントについて

は直接回答しないこと、コメント等を当委員会のホームページ等で公開する予定がある

こと、氏名又は名称が付されていないコメントは有効なものとして取り扱わないことを、

あらかじめご了承ください。 

 

記 

 

電 子 メ ー ル ：shueki-ronten_2011_asbjdp@asb.or.jp 

ファクシミリ ：03-5510-2717 
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本論点整理の概要及び質問 

以下の概要は、コメントをお寄せ頂くにあたっての便宜に資するため、本論点整理の内

容を要約したものです。コメントをお寄せ頂く際には、より正確な検討のために本論点整

理をお読みください。 

また、本論点整理では、コメントを提出される方の便宜のため、次のような概要と質問

を掲げていますが、コメントはこれらに限られるものではなく、また、すべてについて回

答頂く必要はありません。なお、コメントには具体的な理由もご記載ください。 

 

目的及び背景 

本論点整理は、IASB 及び FASB が共同で収益認識に関する会計基準の見直しの検討を進め

ていることを踏まえ、今後、我が国においても収益認識に関する会計基準を整備していく

一環として公表するものである。平成 21 年論点整理では、契約に含まれる財又はサービス

を履行義務として識別し、企業が履行義務を充足した時、すなわち、顧客に個々の財又は

サービスを移転し、顧客が当該財又はサービスの支配を獲得した時に収益を認識するとい

う基本的な考え方に関する検討を行った。これに対しては、基本的な考え方には同意する

ものの、契約に含まれる財又はサービスを一律に履行義務として識別することに対する懸

念や支配の定義や具体的な解釈が明確ではないという意見が多く寄せられた。このため、

本論点整理では、この基本的な考え方を基に、平成 21 年論点整理やその後に寄せられた意

見を踏まえ、IASB 及び FASB の ED で取り上げられた、収益認識の単位及び時期に関する判

断規準や設例等のガイダンスに基づき、より具体的な取扱いを検討するとともに、収益の

測定や開示に関する論点も含めて、提案されているモデルについて包括的に検討を行い、

今後の我が国の収益認識に関する会計基準の方向性を示した上で、広く関係者からの意見

を募集することを目的としている。 

 

【論点 1】範囲 

[論点 1-1]本論点整理における収益の範囲（第 9 項から第 29 項参照） 

 本論点整理では、企業の通常活動による財又はサービスを顧客に提供する契約から生じ

る収益を検討の対象としており、通常活動によらない固定資産の売却益等、又は資産の価

値の変動により生じる収益など顧客との契約以外の取引又は活動から生じる収益を、対象

外としている。さらに他の会計基準等に定めがある一部の契約については、本論点整理の

適用範囲から除外している。 

 

（質問 1）本論点整理で扱う収益の範囲に同意しますか。同意しない場合、どのような範囲

が適当と考えますか。 
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[論点 1-2]契約の識別、結合と分割（第 30 項から第 44 項参照） 

[論点 1-3]契約の変更（第 45 項から第 53 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、ほとんどの場合、提案モデルを顧客との単一の契約に適用す

るが、実質的な取引単位に基づいて会計処理を行うため、財又はサービスの価格の相互依

存性により、複数の契約を結合し、それらを単一の契約として会計処理する場合や、単一

の契約を分割し、複数の契約として会計処理する場合を判断することとしている。また、

契約が変更された場合においても、契約の変更による価格と既存の契約の価格とに相互依

存性があれば、既存の契約と一緒に会計処理を行う。 

我が国においても実質的な取引単位に基づいて会計処理を行うという考え方を取り入

れることは適当であると考えられるが、本論点整理では、契約を分割する場合については、

契約に含まれる履行義務の識別（[論点 2-1]参照）との関係を整理し、引き続き検討を行

うこととしている。 

 

（質問 2）契約を結合、分割して会計処理するかどうかの決定、及び契約が変更された場合

の会計処理の決定を、財又はサービスの対価の相互依存性により判断することに

同意しますか。同意しない場合、どのような会計処理が適当と考えますか。 

 

【論点 2】認識 

[論点 2-1]履行義務の識別（第 54 項から第 77 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、企業が複数の財又はサービスを移転することを約束している

場合は、財又はサービスが「区別できる」場合にのみそれぞれの財又はサービスを別個の

履行義務（財又はサービスを顧客に移転するという当該顧客との契約における強制可能な

約束）として会計処理し、履行義務を充足するごとに、それに対応する収益を認識するこ

とを提案している。財又はサービス（又は、財又はサービスの束）は、次の(1)又は(2)の

いずれかに該当する場合には「区別できる」としている。しかし、当該規準では判断が難

しい場合があるとの意見もあるため、本論点整理では、顧客への財又はサービスの移転を

忠実に描写する方法であるとともに、実務上可能な方法であるよう、「区別できる」場合

の規準について、引き続き検討を行うこととしている。 

(1) 企業（又はその他の企業）が、同一の、又は類似する財又はサービスを別個に販売

している。 

(2) 財又はサービスが次の条件の双方を満たしていることにより、企業が財又はサービ

スを別個に販売し得る。 

① 財又はサービスに、区別できる機能があること 

② 財又はサービスに、区別できる利益マージンがあること 

 

（質問 3）履行義務を収益認識の単位とすることに同意しますか。同意する場合、財又はサ

ービスが区別できる場合の規準は、十分であると考えますか。また、同意しない
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場合、どのような収益認識の単位が適当と考えますか。 

 [論点 2-2]履行義務の充足（第 78 項から第 92 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、企業は、顧客に財又はサービスが移転することによって、顧

客が当該財又はサービスの支配を獲得した時に、収益認識を行う。顧客が財又はサービス

の使用を指図し、当該財又はサービスから便益を享受する能力を有する場合、顧客は財又

はサービスの支配を獲得するとされており、顧客が財又はサービスの支配を獲得している

かどうかを判断するための具体的な考え方や指標が示されているが、多様な取引に適用す

る場合には、現在の取扱いでは不十分であるとの意見もあるため、本論点整理では、支配

の考え方や指標について、引き続き検討を行うこととしている。 

 

（質問 4）財又はサービスの支配の移転に着目して収益認識を行うことに同意しますか。 

（質問 5）支配の考え方及び顧客が財又はサービスの支配を獲得している指標は、実態に応

じた判断を行うために十分であると考えますか。不十分であるとすれば、どのよ

うな考え方又は指標があれば適当と考えますか。 

 

[論点 2-3]財又はサービスの連続的な移転（第 93 項から第 105 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、財又はサービスが顧客に連続的に移転する場合、すなわち、

資産が製作、製造、若しくは建設されるにつれて、又はサービスが提供されるにつれて、

顧客が仕掛品やサービスの使用を指図する能力や便益を受ける能力を有する場合に、顧客

への財又はサービスを最もよく描写する収益認識の方法（アウトプット法、インプット法、

時の経過に基づく方法等）を企業が選択することとしている。 

  ただし、連続的な移転と判断される場合については、財又はサービスの一時点での移転

に比べその使用を指図する能力や便益を受ける能力を有しているかどうかについて判断が

難しい場合があるため、本論点整理では、その考え方及び指標について、引き続き検討を

行うこととしている。 

 

（質問 6）連続的な移転と判断される場合の考え方及び指標は、実態に応じた判断を行うた

めに十分であると考えますか。不十分であるとすれば、どのような考え方又は指

標があれば適当と考えますか。 

 

【論点 3】測定 

[論点 3-1]取引価格の算定（第 107 項から第 147 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、企業は、財又はサービスと交換に企業が受け取る、又は受け

取ると見込まれる対価（取引価格）を反映する金額により収益を認識する。対価が変動す

る場合、企業が、取引価格を合理的に見積ることができる場合にのみ、履行義務の充足に

より収益を認識する。この場合、企業が顧客から受け取ると見込まれる対価を確率で加重

平均した金額を取引価格とすることを提案しているが、本論点整理では、すべての状況に
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おいて、確率加重した金額で測定するかどうかについては、引き続き検討を行うこととし

ている。 

 また、IASB 及び FASB の ED では、取引の対価の回収可能性（顧客の信用リスク）につい

ては、取引価格に反映（収益を減額）し、企業が対価に対する無条件の権利（すなわち、

受取債権）を取得した後の評価の変動による影響は、収益以外の損益として認識すること

が提案されているが、本論点整理では、契約に重要な財務要素が含まれる場合を除き、収

益は約束した対価で認識し、信用リスクの影響は収益とは別の損益として認識、すなわち

受取債権の減損等として処理することが適当としている。 

 

（質問 7）取引価格が変動する場合、取引価格を合理的に見積ることができるときに、すべ

ての状況において、取引価格を確率加重で見積もることに関して同意しますか。

同意しない場合、どのような取引価格の見積方法が適当と考えますか。 

（質問 8）取引の対価の回収可能性の会計処理について、次のいずれが適当と考えますか。 

 取引価格に反映する（収益の減額）。 

 収益は約束した対価で認識し、信用リスクの影響は収益とは別の損益として

認識する（受取債権の減損等）。 

また、上記以外に、適当な会計処理がありますか。 

（質問 9）取引価格の算定に際して、上記の他、貨幣の時間価値、現金以外の対価及び顧客

に支払われる対価の影響を考慮することについて同意しますか。同意しない場合、

どのような会計処理が適当と考えますか。 

 

[論点 3-2]履行義務への取引価格の配分（第 148 項から第 157 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、企業は、契約開始時に、個々の履行義務の基礎となる財又は

サービスの独立販売価格に比例して（すなわち、相対的な独立販売価格に基づき）、すべ

ての別個の履行義務に取引価格を配分する。独立販売価格が直接的に観察可能ではない場

合、適切な見積方法（見積コストにマージンを付加するアプローチや修正市場評価アプロ

ーチなど）により見積らなければならない。 

 我が国において、契約における履行義務を識別し、それぞれの履行義務を充足するごと

に、それに対応する収益を認識するという考え方を採用する場合、上記のように取引価格

を配分することは適当であると考えられる。 

 

（質問 10）個々の履行義務の基礎となる財又はサービスの独立販売価格の比率により、す

べての別個の履行義務に取引価格を配分することに同意しますか。同意しない場

合、どのような配分方法が適当であると考えますか。 

 

【論点 4】不利な履行義務（第 158 項から第 167 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、履行義務から損失が見込まれる場合、つまり履行義務の充足
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に直接関連するコストの現在価値が、取引価格のうち当該履行義務に配分された金額を超

過する場合、超過部分について負債及びそれに対応する費用を認識することを提案してい

る。しかし、この場合、契約全体が利益になるとしても、ある別個の履行義務について費

用を認識する可能性があることから、契約の実態を表すよう契約からの損失が見込まれる

場合とすることが適当であるという考え方もあるため、本論点整理では、損失が見込まれ

るかどうかをどのような単位で判定するかについて、引き続き検討を行うこととしてい

る。 

 

（質問 11）履行義務から損失が見込まれる場合、負債及びそれに対応する費用を認識する

ことに同意しますか。同意しない場合、どのような会計処理が適当と考えますか。 

 

【論点 5】契約コスト（第 168 項から第 182 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、契約履行コストが、その他の基準に従って資産として計上さ

れない場合、当該コストが一定の要件を満たす場合にのみ、企業は、資産を認識する。ま

た、契約獲得コストは、移転する財又はサービスの創出には関連しないため、発生時の費

用とする。 

これに対して、その他の基準により資産が計上されない場合に、どのような資産の認識

が想定されるのかが明確でないという意見や、契約を獲得した結果支払うコミッション等、

契約を獲得しなかったならば発生しなかった増分コストは、発生時の費用とすべきでない

という意見もあるため、本論点整理では、契約コストの取扱いについて、引き続き検討を

行うこととしている。 

 

（質問 12）特定の要件を満たす契約履行コストを資産計上すること及び契約獲得コストを

発生時の費用とすることに同意しますか。同意しない場合、どのような会計処理

が適当と考えますか。 

 

【論点 6】表示及び注記 

[論点 6-1]表示（第 183 項から第 190 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、企業が顧客へ財又はサービスを移転する前に顧客が対価を

支払う場合は、契約負債（企業が顧客から対価を受け取るために顧客に財又はサービス

を移転する企業の義務）を表示し、顧客が対価を支払う前に、企業が顧客へ財又はサー

ビスを移転する場合には、契約資産（顧客に移転する財又はサービスと引き換えに顧客

から受け取る対価に対する企業の権利）を表示する。ただし、企業が対価に対する無条

件の権利を有する場合には、その権利を契約資産とは区別して受取債権として表示し、

金融商品に関する会計基準に従い、会計処理する。 

 我が国においても、企業又は顧客のいずれかが履行した時に、契約資産又は契約負債

を表示することは適当であると考えられるが、対価に対する無条件の権利については、
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履行義務を充足する前に当該権利を有する場合があり得るとされていることから、本論

点整理では、当該権利の認識時点について引き続き検討を行うこととしている。 

 

（質問 13）契約資産又は契約負債の表示及び受取債権の表示について同意しますか。同意

しない場合、どのような表示が適当と考えますか。 

 

[論点 6-2]注記（第 191 項から第 215 項参照） 

IASB 及び FASB の ED では、顧客との契約から生じる収益及びキャッシュ・フローの金額、

時期及び不確実性に関する財務諸表の利用者の理解に資するため、顧客との契約、及び提

案モデルの適用における重要な判断並びに判断の変更に関する定性的情報及び定量的情

報を開示することを提案している（第 197 項から第 204 項参照）。 

提案されている個々の開示項目の一部については、過多であるという意見や開示の有用

性に関する懸念もみられることから、本論点整理では、開示内容について、引き続き検討

を行うこととしている。 

 

（質問 14）第 197 項から第 204 項に示されている開示内容に同意しますか。同意しない場

合、どのような開示内容が適当と考えますか。 

 

個別論点 

個別論点では、適用上の参考として、以下の論点のほか、【論点 E】損失リスクを伴う製

品出荷、【論点 H】資産の販売及び買戻し及び【論点 I】更新オプションを伴う保守サービ

スの会計処理を例示している。 

 

【論点 A】収益の総額表示と純額表示（第 217 項から第 231 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、企業が負っている履行義務が、本人としてのもの（履行義務

が財又はサービスそのものを提供することである）であれば総額で収益を認識し、代理人

としてのもの（履行義務が他の当事者による財又はサービスの提供を手配することであ

る）であれば純額で収益を認識することとしている。 

 履行義務が、代理人としてのものであるかどうかを判断するために、現行の国際的な会

計基準での判断指標を基礎とした指標が示されているが、容易に判断できない取引がある

との意見があるため、本論点整理では、我が国における取引の実情も踏まえ、具体的な判

断指標についての検討を行うこととしている。 

 

 

【論点 B】製品保証及び製造物責任（第 232 項から第 248 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、製品保証に関しては、移転時点で顕在化していない欠陥に対
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する保証義務である「品質保証的な製品保証」と、移転後に生じるであろう不良に対する

保証義務である「保険的な製品保証」に分けて会計処理をする。「品質保証的な製品保証」

は、移転時点で潜在的な欠陥があると見込まれる製品分については履行義務が充足されて

いない（製品が移転していない）として収益を認識しない一方で、「保険的な製品保証」

は、約束した製品を移転する履行義務とは別個に、製品保証サービスに係る履行義務を生

じるものと考え、企業は取引価格を約束した製品と約束した製品保証サービスに配分する

ことになる。 

 ただし、「品質保証的な製品保証」に関する上記の会計処理については、引当金として

処理すべきであるとの考え方もあるため、本論点整理では、引き続き検討を行うこととし

ている。 

 また、製造物責任に関しては、法律により企業が損害の補償義務を負ったものであり、

こうした義務は履行義務を生じさせないため、引当計上を行う。 

 

 

【論点 C】カスタマー・ロイヤルティ・プログラム（第 249 項から第 258 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、企業が、ポイントプログラム等のカスタマー・ロイヤルティ・

プログラムを提供している場合、これを顧客が将来の値引きを受ける権利の販売として別

個の履行義務として識別し、取引価格を配分する。 

当該権利は顧客との契約の一部であるため、我が国においても、別個の履行義務として

取り扱うことが適当であると考えられる。 

 

 

【論点 D】工事契約（第 259 項から第 270 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、工事契約について、履行義務の識別の規準に従い、契約に含

まれる財又はサービスが区別できる場合には、履行義務単位で収益認識を行い、連続的な

支配の移転と判断される場合には、アウトプット法、インプット法など適切な収益認識の

方法で収益が認識され、一時的な支配の移転と判断される場合には、完成時に収益が認識

される。 

 ただし、多数の財及びサービスからなる工事契約については、財又はサービスが区別で

きるかどうか、又は連続的は支配の移転かどうかの判断が難しい場合もあるため、本論点

整理では、履行義務の識別の規準及び連続的な支配の移転の考え方や指標について、引き

続き検討を行うこととしている。 

 

 

【論点 F】ライセンス供与及び使用権（第 279 項から第 292 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、顧客が、ライセンスされた知的財産に関連するほとんどすべ
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ての権利に対する支配を獲得する場合は、実質的な売却とみなされ、ライセンス付与時に

収益を認識する。 

 実質的な売却とみなされない場合は、顧客に付与されたライセンスが独占的であれば、

ライセンス期間にわたって収益を認識し、非独占的であればライセンスから便益を得るこ

とができる時点で収益を認識する。 

 この取扱いは、ライセンスの特徴から判断して会計処理を区分しているが、IASB 及び

FASB から公表されている公開草案「リース」と整合していないと考えられるため、本論点

整理では、引き続き検討を行うこととしている。 

 

 

【論点 G】返品権付きの製品販売（第 293 項から第 305 項参照） 

 IASB 及び FASB の ED では、返品権付きの製品販売については、変動性のある対価の測定

と整合的に、返品されると見込まれる製品に関して収益を認識せず、その代わり、返金見

込額を確率加重平均した金額で測定し、返金負債を認識する。 

 返品権付き製品販売を、変動性のある対価と類似したものとする考え方について、必ず

しも同様の取扱いとすべきでないとの意見があることから、本論点整理では、こうした取

引のような不確定な数量を販売している場合に関する原則について、引き続き検討を行う

こととしている。 

 

 

（質問 15）個別論点で示されている考え方及び会計処理について、同意しますか。同意し

ない場合、どのような会計処理が適当と考えますか。 

 

以 上 


